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２０２５年春季生活闘争の要求 

 

労働者の健康と生活を守るため、賃金、労働時間、休暇等について、以下の要

求を提出しますので、３月１２日までに中国支社として誠意ある回答を求めま

す。 

 

記 

 

１， 時給制契約社員の基本賃金について、基本給の下限額は２００円を加えた

金額とすること 

２、 スキル評価において、スキル評価 A ランクに到達できない職種が存在す

る。社員のモチベーションのうえからもスキル A ランクに到達できない

職種を無くすないし Aランク項目を設けること 

３， 時給制契約社員の一時金の掛け率の０．３の根拠を説明するとともに、見

直すこと 

４， 深夜勤務専門に従事する期間雇用社員等が、勤務時間内に定期健康診断を

受診できるように対策を講じること。また、勤務時間内に受診できない者

には待機時間も含めて超勤措置を行うこと 

５， 無期転換時における雇止め要件を撤廃すること 

６， アソシエイト社員転換後、２年で正社員を希望する社員全員を正社員登用

すること 

７， ２０２４年度の中国支社管内における正社員登用受験者数及び合格者の 

   男女別の比率を明らかにすること 

８， ２０２５年度の中国支社管内における登用人数を明らかにすること 

９， 一般職から地域基幹職への転換について、要件を緩和すること。なお、地

域基幹職等への転換数を拡大するとともに、社員転換に向けた具体的イ

メージを描けるよう人材育成に力を入れること 

１０，病気休暇付与の判断は病院等受診記録等で可とし、診断書の提出は連続５

日以上取得の場合とすること 



１１，自動車等通勤手当について、ガソリン価格が高騰した場合は差額分を加味 

   したものを即時支給すること 

１２，社員の安全を守るために、就業規則および身だしなみ基準において、胸 

   章に氏名等を記載させないよう改正すること 

１３，要員不足について、各局所の実態把握を行い、解消の具体的対策を明らか 

   にすること 

１４，要員不足・減区の実施に伴い、速達・レターパックプラスの遅配やレター 

   パックライト等の不明瞭な取り扱いが散見される。支社としての考え方・ 

   指導方針を明らかにすること 

１５，２０２４年度の中国支社管内における時間外労働の状況を明らかにする 

   こと 

１６，年次有給休暇が取得できる要員措置を講じること 

１７，２０２６年度の中国支社管内における新規採用者人数を明らかにするこ 

   と 

１８，リファラル採用制度について、中国支社管内での採用人数を含め制度導入 

   後の状況を明らかにすること 

１９，カムバック採用制度について、中国支社管内での採用人数を含め制度導入 

   後の状況を明らかにすること 

２０．２０２４年度の中国支社管内での正社員中途採用者人数を明らかにする 

   こと 

２１，勤務時間インターバルについて施行実施の結果を明らかにすること。また、 

   対象職種を拡大し、深夜勤務従事者は勤務間インターバルを１３時間以 

   上とすること 

２２，３６協定の締結にあたって「特別条項」はつけないこと 

２３，台風、地震、集中豪雨、大雪等災害時や感染症が発生した場合は、安全 

   を最優先し、人命を守る対応を迅速に行うこと。また、局ごとに違う対応 

   にならないよう指導を徹底すること 

 

 

以上 

 


